（協議様式２）
認知症対応型共同生活介護事業企画書

	検討項目
	検討すべき内容

	事業開始の

動機
	○事業を始めようとした理由は



	建物の確保
	○開設予定地の状況（立地条件検討）
○建物の確保方法

新築・改築の別　　：

自己所有・賃借の別：

建物設置場所の都市計画法上の区域：市街化区域　・　市街化調整区域（いずれかを○で囲んで下さい。）

建物規模　　　　　：　　　　　造　　　　　階建

他のサービス・別事業の併営：

○建物のレイアウトの検討　建物内のレイアウトを検討して、建物の図面を作成してください。

（参考：別添レイアウト例）



	収支算定
	○建物（設備）に要する費用
○運営経費

○収入見込



	資金確保
	○初期投資費用
○運転資金



	人材確保
	○要資格者の確保
　代表者…特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、介護医療院、小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、看護小規模多機能型居宅介護等で認知症である者の介護に従事した経験がある者又は保健医療サービス若しくは福祉サービスの経営に携わった経験を有する者
　　　　　 「認知症対応型サービス事業開設者研修」修了者
管理者…「認知症対応型サービス事業管理者研修」修了者

３年以上認知症である者の介護に従事した経験　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

介護職員
介護支援専門員…「実践者研修」又は「基礎課程」修了者
　　　　　　　　　　介護支援専門員
○その他従業者の確保



	事業運営主体
	○法人格の確保
　

○法人事業への当該事業の位置づけ



	契約医療機関
	○契約医療機関
　




【注意】この様式は、「参考様式」です。レイアウト、別紙添付は作成時に変更・作成ください。
※事前協議の際は、この様式の各項目を記載の上、添付書類を添えて持参してください。
